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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期

中間連結会計期間
第78期

中間連結会計期間
第77期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （百万円） 34,977 30,036 71,880

経常利益 （百万円） 1,630 482 4,397

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（百万円） 1,100 235 3,066

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 1,511 150 3,848

純資産額 （百万円） 32,620 33,168 34,037

総資産額 （百万円） 53,258 52,212 54,425

１株当たり中間（当期）純利益金額 （円） 26.37 5.64 73.49

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 60.8 63.3 62.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 1,191 2,858 4,421

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,080 △1,218 △2,287

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,048 △1,043 △1,965

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（百万円） 18,604 20,237 19,644

　（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して
おりません。

　　　　２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

 

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善、インバウンド消費の増加などを背景に緩やか

な回復傾向が見られました。しかし、中国経済の成長鈍化、世界的な政情不安、継続する円安による資源・エネル

ギー価格の高騰と物価上昇が続くなど、先行きは不透明な状況が続いております。

　建設市場におきましては、公共建設投資は高水準で推移しており、民間設備投資については、持ち直しの動きがみ

られますが、資材価格等の上昇による影響が懸念されております。

　このような事業環境の中で当社グループは、2023年５月10日に公表しました中期経営計画2023（2023年度～2025年

度）において、この期間を「Next Challenge StageⅢ」と位置づけ、事業戦略を“「日特らしさ」を失わずに働く人

が「プライド」をもって事業に取り組める環境を整え、顧客信頼を獲得して「ブランド」を確立する。事業を通じ

て、企業の存立意義を常に考え、長期的な視点であるべき姿を想いながら、人と企業が共に成長していく。”とし、

「人的資本の確保と育成」、「生産性の向上」、「安全衛生・品質管理の強化」、「サステナビリティ経営の推

進」、「新分野への挑戦」の５つの課題に取り組み、前中期経営計画期間実績の5％成長に当たる連結営業利益（3年

間計）161億円の実現と、得られた利益により継続的な投資を行い、企業価値の持続的な成長を目指しております。

　その状況の中で、当中間連結会計期間の業績は以下のとおりとなりました。

 

① 受注高、売上高

受注高は、40,502百万円（前年同期比0.7％増）となりました。主な内訳は、前年に大型工事の受注があった基

礎・地盤改良工事は14,474百万円（同4.3％減）にとどまりましたが、法面工事で大型工事や能登半島地震の災害復

旧・復興工事の受注により18,828百万円（同11.0％増）となりました。

売上高は、当中間連結会計期間に寄与する手持ち工事が少なかった影響で30,036百万円（同14.1％減）となりまし

た。

 

② 損益

　売上総利益については、不採算工事の発生は抑制できましたが、前年同期にあった高収益の大型工事が得られず、

売上高が前期比で減少したことにより、4,936百万円（前年同期比15.3％減）となりました。また、販売費および一

般管理費が社員給与の増加や業務改善のための工事管理システム刷新費用などにより、前年同期比で221百万円増加

したため、営業利益は453百万円（同71.1％減）、経常利益は482百万円（同70.4％減）、親会社株主に帰属する中間

純利益は235百万円（同78.6％減）となりました。

　下期以降は、更なる受注高確保と利益確保のため施工の促進、原価低減に努めてまいります。

 

（２）財政状態の分析

　当中間連結会計期間末における財政状態は、総資産が52,212百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,213百万円

減少しております。これは主に、現金預金が592百万円、投資有価証券が531百万円増加した一方、受取手形・完成工

事未収入金等が2,964百万円、電子記録債権が1,049百万円減少したことによるものです。

　負債合計は、19,043百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,344百万円減少しております。これは主に、未成工

事受入金が667百万円、賞与引当金が541百万円増加した一方、支払手形・工事未払金等が1,877百万円減少したこと

によるものです。

　純資産合計は33,168百万円となり、前連結会計年度末に比べ869百万円減少しております。これは主に、親会社株

主に帰属する中間純利益を235百万円計上したこと、及び1,043百万円の配当を実施したことによるものです。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間の連結キャッシュ・フローの状況は、営業活動の結果獲得した資金は2,858百万円（前年同期

間は1,191百万円の獲得）、投資活動の結果使用した資金は1,218百万円（同1,080百万円の使用）、財務活動の結果

使用した資金は1,043百万円（同1,048百万円の使用）となった結果、現金及び現金同等物は592百万円増加し、当中

間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、20,237百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、2,858百万円となりました。

これは主に、税金等調整前中間純利益482百万円を計上し、売上債権の減少3,996百万円、未成工事受入金等の増加

675百万円により資金が増加しましたが、仕入債務の減少1,808百万円、法人税等の支払608百万円により資金が減少

したものです。

 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、1,218百万円となりました。

これは主に、投資有価証券の取得による支出588百万円、有形固定資産の取得による支出419百万円により資金が減

少したことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、1,043百万円となりました。

これは主に、配当金の支払1,043百万円により資金が減少したことによるものです。

 

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。

 

 

（５）研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、233百万円です。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

その他、当社グループ会社につきましては、当社の内部統制システムに組み入れて、その業務が適正に遂行される

ように監視・監督しておりますが、業況の変化により当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　（注) 「発行可能株式総数」欄には、2024年９月30日現在の当社定款に記載されている株式の総数を記載しておりま

        す。

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 41,753,765 41,753,765
東京証券取引所

プライム市場

株主としての

権利内容に制

限のない標準

となる株式で

あり、単元株

式数は100株で

あります。

計 41,753,765 41,753,765 － －

（注）中間会計期間末現在及び提出日現在の発行済株式数のうち45,398株は、譲渡制限付株式報酬として、金銭報酬債権

（48百万円）を出資の目的とする現物出資によるものです。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2024年７月19日（注） 21,814 41,753,765 12 6,076 12 1,777

（注）譲渡制限付株式報酬としての新株式発行による増加であります。

　　　　発行価格　　　1,109円

　　　　資本組入額　　554.5円

　　　　割当先　　　当社の取締役（社外取締役および非業務執行取締役を除く。）5名

　　　　　　　　　　当社の取締役を兼務しない委任型役付執行役員　5名
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

株式会社エーエヌホールディングス 東京都千代田区丸の内３丁目２番３号 24,155 57.85

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 2,682 6.42

日特建設社員持株会 東京都中央区東日本橋３丁目10番６号 1,287 3.08

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,247 2.98

日特建設持株協力会 東京都中央区東日本橋３丁目10番６号 480 1.15

BNYM RE BNYMLB RE GPP CLIENT

MONEY AND ASSETS AC

（常任代理人

　株式会社三菱UFJ銀行）

7 OLD PARK LANE, LONDON, W1K 1QR

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５号）
400 0.95

竹内理人 東京都世田谷区 275 0.65

今村和生 兵庫県神戸市長田区 166 0.39

ゴールドマン・サックス証券株式会

社　BNYM
東京都港区六本木６丁目10番１号 151 0.36

THE BANK OF NEW YORK MELLON

140040

（常任代理人

　株式会社みずほ銀行決済営業部）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK,NY

10286,U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15番１号）

126 0.30

計 － 30,972 74.18
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 4,200

完全議決権株式（その他）
普通株式

（注）１
41,594,700

（注）１

415,947
－

単元未満株式
普通株式

（注）２
154,865 － －

発行済株式総数  41,753,765 － －

総株主の議決権  － 415,947 －

　（注）１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権5個）含まれ

ております。

２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式96株が含まれております。

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日特建設株式会社

東京都中央区東日

本橋３丁目10番６

号

4,200 － 4,200 0.01

計 － 4,200 － 4,200 0.01

　（注）上記の他、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が250株（議決権2個）あり

ます。

       なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に200株、単元未満株式

　　　　に50株含まれております。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（1949年建設省令第14号）に準じて

記載しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 19,644 20,237

受取手形・完成工事未収入金等 ※３ 17,992 15,028

電子記録債権 ※３ 2,979 1,930

商品及び製品 29 29

販売用不動産 0 0

未成工事支出金 235 551

材料貯蔵品 698 756

その他 ※３ 641 597

貸倒引当金 － △1

流動資産合計 42,222 39,128

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 1,632 1,597

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 1,731 1,685

土地 2,578 2,578

建設仮勘定 654 809

その他（純額） 2 2

有形固定資産合計 6,598 6,672

無形固定資産 557 520

投資その他の資産   

投資有価証券 3,119 3,651

繰延税金資産 1,555 1,674

その他 393 586

貸倒引当金 △21 △21

投資その他の資産合計 5,046 5,890

固定資産合計 12,202 13,083

資産合計 54,425 52,212
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 ※３ 12,133 10,255

未払法人税等 658 466

未成工事受入金 980 1,647

完成工事補償引当金 172 172

工事損失引当金 248 11

賞与引当金 845 1,386

役員賞与引当金 35 －

その他 1,349 1,006

流動負債合計 16,422 14,946

固定負債   

退職給付に係る負債 3,866 3,998

その他 98 98

固定負債合計 3,964 4,096

負債合計 20,387 19,043

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,064 6,076

資本剰余金 1,765 1,777

利益剰余金 25,024 24,216

自己株式 △3 △3

株主資本合計 32,850 32,066

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 709 669

為替換算調整勘定 56 53

退職給付に係る調整累計額 241 234

その他の包括利益累計額合計 1,007 957

非支配株主持分 179 144

純資産合計 34,037 33,168

負債純資産合計 54,425 52,212
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高   

完成工事高 34,903 29,950

その他の事業売上高 73 86

売上高合計 34,977 30,036

売上原価   

完成工事原価 29,110 25,036

その他の事業売上原価 38 63

売上原価合計 29,148 25,099

売上総利益   

完成工事総利益 5,792 4,914

その他の事業総利益 35 22

売上総利益合計 5,828 4,936

販売費及び一般管理費 ※ 4,261 ※ 4,483

営業利益 1,566 453

営業外収益   

受取利息 3 1

受取配当金 28 52

特許関連収入 5 3

為替差益 49 －

その他 6 11

営業外収益合計 93 68

営業外費用   

支払利息 1 1

支払保証料 18 16

為替差損 － 14

その他 9 7

営業外費用合計 29 39

経常利益 1,630 482

特別利益   

固定資産売却益 － 1

事業譲渡益 99 －

特別利益合計 99 1

特別損失   

固定資産除却損 0 1

特別損失合計 0 1

税金等調整前中間純利益 1,729 482

法人税、住民税及び事業税 650 363

法人税等調整額 38 △82

法人税等合計 688 280

中間純利益 1,040 201

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △59 △33

親会社株主に帰属する中間純利益 1,100 235
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 1,040 201

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 271 △39

為替換算調整勘定 66 △4

退職給付に係る調整額 133 △6

その他の包括利益合計 471 △50

中間包括利益 1,511 150

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 1,551 185

非支配株主に係る中間包括利益 △39 △35
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,729 482

減価償却費 363 408

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 1

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 19 0

工事損失引当金の増減額（△は減少） 77 △237

賞与引当金の増減額（△は減少） 95 541

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 128 122

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △39 △35

受取利息及び受取配当金 △32 △53

支払利息 1 1

為替差損益（△は益） △66 3

事業譲渡損益（△は益） △99 －

固定資産除却損 0 1

有形固定資産売却損益（△は益） － △1

売上債権の増減額（△は増加） 382 3,996

未成工事支出金の増減額（△は増加） △230 △315

その他の資産の増減額（△は増加） △556 △7

仕入債務の増減額（△は減少） 1,065 △1,808

未成工事受入金の増減額（△は減少） 171 675

未払消費税等の増減額（△は減少） 22 △257

その他の負債の増減額（△は減少） △708 △102

小計 2,322 3,415

利息及び配当金の受取額 32 53

利息の支払額 △1 △1

法人税等の支払額 △1,162 △608

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,191 2,858

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △200

投資有価証券の取得による支出 △641 △588

有形固定資産の取得による支出 △467 △419

有形固定資産の売却による収入 － 11

無形固定資産の取得による支出 △58 △21

差入保証金の差入による支出 △22 △18

差入保証金の回収による収入 10 18

事業譲渡による収入 99 －

その他の支出 △0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,080 △1,218

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1,042 △1,043

その他の支出 △5 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,048 △1,043

現金及び現金同等物に係る換算差額 84 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △852 592

現金及び現金同等物の期首残高 19,457 19,644

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 18,604 ※ 20,237
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後

の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の

中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

 

（中間連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

関係会社の受注工事に対する契約履行保証について債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

契約履行保証（PT.NITTOC

CONSTRUCTION INDONESIA）

375百万円

(39,129百万IDR)

447百万円

(47,148百万IDR)

 

 

２　貸出コミットメント契約及び当座貸越契約について

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。また、在外子会社において、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

　中間連結会計期間末における貸出コミットメント契約及び当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおり

です。

 

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

貸出コミットメントの総額 5,000百万円 5,000百万円

当座貸越極度額 480 475

借入実行残高 － －

差引額 5,480 5,475

 

 

※３　当中間連結会計期間末日の満期手形等の会計処理については、手形交換日または決済日をもって決済処

   理しております。なお、前連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形等が前連結

   会計年度末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 45百万円 －百万円

電子記録債権 37 －

その他 3 －

支払手形 598 －
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（中間連結損益計算書関係）

※　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

従業員給料手当 1,456百万円 1,474百万円

賞与引当金繰入額 482 563

退職給付費用 133 125

減価償却費 107 114

貸倒引当金繰入額 0 1

 

 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金預金勘定 18,604百万円 20,237百万円

現金及び現金同等物 18,604 20,237
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（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　　配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当の総額 配当金の原資
１株当たり

の配当額
基準日 効力発生日

2023 年 ６ 月 23 日

定 時 株 主 総 会
普通株式 1,042百万円 利益剰余金 25.00円 2023年３月31日 2023年６月26日

 

(2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

決議 株式の種類 配当の総額 配当金の原資
１株当たり

の配当額
基準日 効力発生日

2023 年 11 月 ９ 日

取 締 役 会
普通株式 918百万円 利益剰余金 22.00円 2023年９月30日 2023年11月30日

 

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　　配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当の総額 配当金の原資
１株当たり

の配当額
基準日 効力発生日

2024 年 ６ 月 21 日

定 時 株 主 総 会
普通株式 1,043百万円 利益剰余金 25.00円 2024年３月31日 2024年６月24日

 

(2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

決議 株式の種類 配当の総額 配当金の原資
１株当たり

の配当額
基準日 効力発生日

2024 年 11 月 8 日

取 締 役 会
普通株式 918百万円 利益剰余金 22.00円 2024年９月30日 2024年11月29日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）及び当中間連結会計期間（自 2024年４月１

日 至 2024年９月30日）

当社グループの報告セグメントは、当社及び連結子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するため、定期的に検討を行う対象となっておりま

す。

当社グループは、建設事業のほかに、商品資材販売等事業を展開しておりますが、同事業は開示情報として

の重要性が乏しく、建設事業の単一セグメントとなるため記載を省略しております。

 

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）　　　　　　　（単位：百万円）

 建設事業 その他の事業 合計

基礎工事 33,373 － 33,373

土木工事 1,066 － 1,066

地質コンサルタント 203 － 203

その他 260 60 320

顧客との契約から生じる収益 34,903 60 34,964

その他の収益 － 12 12

外部顧客への売上高 34,903 73 34,977

 

 

当中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）　　　　　　　（単位：百万円）

 建設事業 その他の事業 合計

基礎工事 28,406 － 28,406

土木工事 1,110 － 1,110

地質コンサルタント 174 － 174

その他 259 86 345

顧客との契約から生じる収益 29,950 86 30,036

外部顧客への売上高 29,950 86 30,036
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 26円37銭 5円64銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額（百万

円）
1,100 235

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益金額（百万円）
1,100 235

普通株式の期中平均株式数（千株） 41,714 41,736

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりであります。

(1)　決議年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　2024年11月８日

(2)　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　 918百万円

(3)　１株当たりの額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22円

(4)　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　　2024年11月29日

（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。

 

EDINET提出書類

日特建設株式会社(E00142)

半期報告書

19/22



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月８日

日特建設株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 柳　 井　 浩　 一

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 海　 上　 大　 介

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日特建設株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、日特建設株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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